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 国際自然保護連合（ International Union for Conservation of Nature and Natural 











ることが示されており，年間 6 兆米ドルの経済的価値が推定されている[6]。 
 一方で，保護地域の定義と価値は様々な議論を経て変遷している。保護地域とは，国際的
にも明確な定義がなされた概念である。IUCN による，2008 年の定義は 
 
“A clearly defined geographical space, recognised, dedicated and managed, through legal 
or other effective means, to achieve the long-term conservation of nature with associated 
ecosystem services and cultural values.” 
 
とされる[7]。ここで重要となるのは，生態系に関わる価値と文化的な価値について明記し
て，その自然環境の長期的な保全を達成するためには，“legal or other effective means”
（法的または他の効果的な方法によって）とあるように，必ずしも国家や自治体による法制
度にもとづく指定等に限らないという点である。これは，近年提唱された概念である，私的








“Contemporary protected areas are lands and seas where people and communities of 
Earth have recognised the special natural, biodiversity, ecological, ecosystem service 
and/or social and cultural values and where they have taken steps to protect these values 












Aichi Targets が策定され，その達成が求められている。Aichi Targets のひとつとして，
2020 年までに少なくとも全世界の陸域及び内陸水域の 17 %，また沿岸域及び海域の 10 %
を保護地域システムに組み込むことがあげられ[10]，我が国においてもこの目標達成に向け
た様々な施策がなされている1。世界の保護地域データベースである World Database of 








                                                
1  環境省：みんなで学ぶ，みんなで守る生物多様性 愛知目標（ 20 の個別目標）ホームページ
<https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/aichi_targets/index_03.html>, 2018.10.1 更新, 2019.11.2 参照 
2  UNEP-WCMC ： Protected Area Profile for Japan from the World Database of Protected 


































































United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization: UNESCO の Man And 

































































































































                                                








4  里山住宅博 in つくば：「里山住宅博 in つくば」とは｜里山住宅博 in つくば<https://satoyama-
tsukuba.com/aboutsatoyama/>，2019.11.29 更新，2019.11.29 参照 
5 神奈川県・山梨県東部トレイルラン連絡協議会：神奈川県・山梨県東部トレイルラン連絡協議会オフィシャル



























































































































































































































環境の中で生息する多くの野生哺乳類は，生息地から半径 4 km 以上の空間スケールにおけ
る自然環境が重要とも指摘される[92]。都市近郊林化した里山跡地においては，周辺では都
市や農地等様々な土地利用がなされ，都市近郊林自体は大規模な森林からは独立し，分断さ





















 そこで，自治体が収集する哺乳類のロードキル（Road Kill: RK）記録の活用が議論され
てきた。全国の自治体による RK 記録収集の実態の調査から，多くの自治体で記録が蓄積さ
れている現状が明らかとなっており，哺乳類の生息状況把握への活用の可能性が指摘されて
いる[98]。実際に，自治体が収集する RK 記録の活用によって，9 種の哺乳類の全国的な密
度指標が明らかとなり，狩猟対象獣や有害獣に限らない，さまざまな哺乳類の生息状況の把
握における有用性が指摘されている[99]。 









                                                
6  環境省自然環境局生物多様性センター  調査科：「自然環境保全基礎調査」の現状ホームページ：
<http://www.biodic.go.jp/relatedinst/20th/P-13.pdf>，2017.10.31 更新，2018.12.7 参照 
7  環 境 省 生 物 多 様 性 セ ン タ ー ： モ ニ タ リ ン グ サ イ ト 1000 ホ ー ム ペ ー ジ
<http://www.biodic.go.jp/moni1000/moni1000/>，2019.8.11 更新，2019.11.8 参照 
8  特 定 鳥 獣 保 護 管 理 検 討 会 ： 平 成 27 年 度 イ ノ シ シ 保 護 及 び 管 理 に 関 す る 検 討 会 議 事 次 第 












を多く含んでいる可能性がある。これに対し，国外では “The California Roadkill 


























































km，茨城県南部の東経 139 度 98 分から 140 度 23 分，北緯 35 度 92 分から 36 度 25 分の範
囲を研究対象地とした。 
 研究対象地の範囲を図６に示す。面積は約 80,000 ha である。この領域にはつくば市の全
域，桜川市・筑西市・下妻市・常総市・つくばみらい市・守谷市・取手市・龍ケ崎市・牛久
市・阿見町・土浦市・かすみがうら市・石岡市の一部を含む。領域は地理院発行の1/25,000








以上の市町村で市街化区域から 20 km 以内にある区域」，または「人口 3 万人以上の市町



































                                                
9   国土交通省国土政策 局国土情報 課：国土数 値情報ダウ ンロードサ ービスホー ムページ：
<http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/>, 2017.12.22 更新, 2020.1.30 参照 
10 茨城県農林水産部林政課：身近なみどり整備推進事業 いばらきの森林を守ろう！ | 茨城県森林湖沼環境税ホ
ームページ <http://www.pref.ibaraki.jp/nourinsuisan/rinsei/shinkozei/forest/contents/02/index.html>, 




※CS 立体図（国土地理院承認番号平 29 情使，第 77 号）及び国土数値情報より作成 
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11 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構：GitHub - HabsNiaes/habs_luccdb: Repository of 
HABS land use/cover data: 明治時代 初期土地 利 用・被覆 デ ジタルデ ー タベース ホ ームページ







 土地被覆情報は，ver16.03（2008 年前後：2006 年から 2011 年の期間における土地被覆
の平均的な状態，解像度おおよそ 10 m × 10 m）と ver18.03（2015 年前後：2014 年から
2016 年の期間における土地被覆の平均的な状態，解像度おおよそ 30 m × 30 m）のふたつ
のバージョンが存在する。より 新のデータとしては ver18.03 が適切であるが，過去と現
在の比較ではより解像度の高い ver16.09 のデータを用いた。ここでは明治期から現在まで





















                                                
13  国 土 地 理 院 ： 基 盤 地 図 情 報 数 値 標 高 モ デ ル （ 5 ｍ メ ッ シ ュ ） ホ ー ム ペ ー ジ






の範囲である東経 139 度 98 分から 140 度 23 分，北緯 35 度 92 分から 36 度 25 分の範囲，







明らかとした。これらの地理情報に関する分析に当たっては，R version 3.4.3（The R 
Foundation for Statistical Computing, 2017）を用いた。 
１．２．３ 結果：地形・地質的特徴 
 広域つくば圏における標高と傾斜の分布を図１－１に示す。また，標高と傾斜の平均を三
次メッシュ（おおよそ 1 km × 1 km に相当）で集計した分布を図１－２に示す。広域つくば
圏では，標高が高く，傾斜のある山間部（図北東部）と，標高が低く平坦な平野部（図北西
部～南東部）に分けられた。山間部は，標高 877 m の筑波山を 高峰とする複数の峰から
なり，斜度 45°以上のような急傾斜地が連続して存在する。一方で平野部は，標高約 20 m






















土地被覆割合について，1883 年前後は「水域」が 3.8 %，「村落」が 6.9 %，「水田」が




























図１－３ 過去（1883 年前後）の広域つくば圏における土地被覆 
※明治時代初期土地利用・被覆デジタルデータベースをもとに作成，一部改変 
44 




図１－５ 過去（1883 年前後）の土地被覆分類の割合 
 
図１－６ 現在（2008 年前後）の土地被覆分類の割合 
表１－２ 過去（1883 年前後）と現在（2008 年前後）の土地被覆の変化 
土地被覆 水域 村落・都市 水田 畑地 草地 森林 
過去(ha) 
1883 年前後 
3,173 5,693 19,127 19,274 8,998 25,298 
現在(ha) 
2008 年前後 
1,344 8,948 22,392 21,575 2,458 23,001 
過去現在比 0.42 1.57 1.17 1.12 0.27 0.91 
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１．２．５ 結果：土地被覆の時空間的な変化 
 1883 年前後を基準に，2008 年前後において増加した土地被覆は「村落・都市」，「水
田」，「畑地」で，減少した土地被覆は「水域」，「草地」，「森林」であった。過去を基
準とした現在における比率は，それぞれ「村落・都市」で 1.57，「水田」で 1.17，「畑地」
で 1.12，「水域」で 0.42，「草地」で 0.27，「森林」で 0.91 であった（表１－２）。1883
年前後から 2008 年前後において，その土地被覆面積が倍増した，または半減したのは「水
域」「都市」「草地」だった。 
 「水域」は 0.42 倍の面積となったものの，広域つくば圏に占める割合は 1883 年前後には
3.8 %，2008 年前後には 1.7 %であった。「水域」を主に占める湖沼や河川そのものには大
きな変化はなかったが，直線化等の流路変更や，湿地帯・溜池の他の土地利用への転換が減
少につながったと考えられる。 
 「村落・都市」は 1.57 倍の面積となった。「都市」は，2008 年前後の土地被覆の 11.1 %
を占めた。ここで，図１－７に 2008 年前後の「都市」が 1883 年前後のどの土地被覆に由
来するのかを示す。2008 年前後の「都市」は，1883 年前後の「村落」に由来するものが
12.2 %を占めた。一方，他の土地被覆化から変更されたものとしては，「森林」が開発され




図１－７ 現在（2008 年前後）の都市における過去（1883 年前後）の土地被覆 
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 「草地」は 0.27 倍の面積となり，1883 年前後には 10.9 %を占めていたものが 2008 年前
後には 3.0 %となった。1883 年前後の「草地」が 2008 年前後においてどの土地被覆に変化
したのか，詳細を図１－８に示す。ここからは，「草地」の過半数の 62.7 %が，2008 年前
後には「森林」へと変化したことが分かる。逆に，「草地」が「草地」のまま 1883 年前後





図１－８ 過去（1883 年前後）の草地における現在（2008 年前後）の土地被覆 
１．２．６ 結果：都市化による森林減少と草地の森林化による森林増加 
 「森林」は，0.91 倍の面積となり，1883 年前後には 30.6 %の割合を占めていたものが，
2008 年前後には 28.5 %となった。しかし，図１－３，図１－４に示されるように，「畑地」





逆に，図１－１０に 2008 年前後の「森林」が 1883 年前後のどの土地被覆に由来するのか
を示した。1883 年前後の「森林」は，そのまま「森林」であったものは 44.4 %で，27.5 %




約 9 割を占めた。 
 
図１－９ 過去（1883 年前後）の森林における現在（2008 年前後）の土地被覆 
 
図１－１０ 現在（2008 年前後）の森林における過去（1883 年前後）の土地被覆 
 また，これらの土地被覆割合の変化には地理空間的な特徴が見られた。図１－１１に，広
域つくば圏における「森林」土地被覆分布の変化を，三次メッシュ（おおよそ 1 km × 1 km
に相当）に占める「森林」面積の割合から示す。また，1883 年前後と 2008 年前後の「森














（図１－１２）。1883 年前後の森林グリッドの持つ標高の平均は 42 m（中央値 25 m），
斜度の平均は 5°（中央値 2°）であった。ヒストグラム及び散布図からも，標高と傾斜の分
布は極端に左に偏る分布であった。2008 年前後の森林グリッドの持つ標高の平均は 90 m





現在（右図・2008 年前後）の「森林」面積の割合とその分布  
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圏においては，第２回調査は全て 1979 年に実施され，第６回調査は 2000 年・2001 年・
2002 年に実施された。以下，第２回調査は 1979 年実施の植生調査，第６回調査は 2000 年
～2002 年実施の植生調査と表記する。 
                                                
14 植 生 調 査  | 生 物 多 様 性 セ ン タ ー ( 環 境 省  自 然 環 境 局 ) ホ ー ム ペ ー ジ

























（The R Foundation for Statistical Computing, 2017）を用いた。 
 
  
                                                
15  植生調査 基本的な考え方と概要  | 生物多様性センター (環境省  自然環境局 )ホームページ






























2 外来種草原農耕地（水田・畑） 外来種の草原，畑，水田等の耕作地，緑の多い住宅地 
1 市街地等 市街地，造成地等の植生のほとんど存在しない地区 















 「常緑広葉樹」は，1979 年実施の植生調査では 0.31 %，2000 年～2002 年実施の植生調
査では 0.96 %を占めた。植生自然度 9～8 程度の「シラカシ群集」等，関東地方における潜
在自然植生とされる常緑広葉樹による植生の統一分類から構成された。しかし，2000 年～
2002 年実施の植生調査にて「シイ・カシ二次林」が 0.75 %を占めた点から見られるように，
寺院の境内等の手つかずの自然環境において成立していた植生と言うよりは，植生遷移によ
って成立した二次林が主体であったと言える。 
 「落葉広葉樹（冷温帯）」は，1979 年実施の植生調査では 0.17 %，2000 年～2002 年実
施の植生調査では 0.14 %を占めた。植生自然度 9～7 程度の「ヤマボウシ－ブナ群集」等，
関東地方においては比較的標高の高い冷温帯の地域に成立する，落葉広葉樹の一部による植
生の統一分類から構成された。広域つくば圏においては，そのような植生が成立するのは，
高峰である標高 877 m の筑波山山頂付近のみである。 
 「落葉広葉樹（里山的）」は，1979 年実施の植生調査では 1.86 %，2000 年～2002 年実










 「常緑針葉樹」は，1979 年実施の植生調査では 2.93 %，2000 年～2002 年実施の植生調
査では 4.58 %を占めた。ほとんどを植生自然度 6 の「スギ・ヒノキ・サワラ植林」の植林
による常緑針葉樹植生の統一分類から構成された。植生自然度 9 で，自然植生と考えられる
「シキミ－モミ群集」も含むが，それぞれの調査で 0.18 %，0.20 %を占めた。広域つくば
圏においては，この 2 種類と，次に上げるマツに関連する植生のみが常緑針葉樹として見ら
れた。 
 「常緑針葉樹（マツ）」は，1979 年実施の植生調査では 15.78 %，2000 年～2002 年実施







 他，樹林を形成する分類について，「竹」は，1979 年実施の植生調査では 0.17 %，2000
年～2002 年実施の植生調査では 0.28 %を占めた。植生自然度 5～3 程度の「モウソウチク
林」等，竹に分類される植生の統一分類から構成された。「樹林その他」は，1979 年実施
の植生調査では 0.00 %とごくわずかで，2000 年～2002 年実施の植生調査では 0.58 %を占
めた。これは以上に該当しない植生自然度 6～3 程度の森林植生から構成された。 












































1979 年から 2000 年～2002 年では，「水域」「水田」「畑地」について，第２節におけ
る1883年前後から2008年前後の変化と同様に空間的に大きな変異は見られなかった。「草
地」及び「森林」，土地被覆「都市」に相当する「人工的土地被覆」においては，1979 年
から 2000 年～2002 年と 2008 年前後で，空間的に大きな変異は見られなかった。「森林」
について，広域つくば圏に占める割合は，1979 年に 21.4 %，2000 年～2002 年に 20.5 %だ
った。なお，2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図では 25.3 %で，おおよそ一致した。 
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0.14% 11.10% 0.27% 0.96% 2.54% 4.58% 0.28% 0.58% 20.5% 












8.95% 5.39% 10.91% 0.06% 25.3%
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図１－１７ 1979 年・2000 年～2002 年実施の植生調査における植生分類 
及び 2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図©JAXA における土地被覆の分布 
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図１－１８ 1979 年・2000 年～2002 年実施の植生調査における森林植生分類 
及び 2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図©JAXA における土地被覆「森林」の分布
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 「落葉広葉樹（冷温帯）」は，1979 年に 0.17 %，2000 年～2002 年に 0.14 %を占め，過
去を基準とした現在における比率は 0.82 であった。その分布域は筑波山山頂付近に限られ
た（図１－１８）。また，「落葉広葉樹（河畔その他）」は 1979 年に 0.16 %，2000 年～




に 1.86 %，2000 年～2002 年に 11.10 %を占め，過去を基準とした現在における比率は 5.97
であった。図１－１８からは，2000 年～2002 年に広域つくば圏全体にその分布を広げたこ
とがわかる。これについて，それぞれの調査年における「落葉広葉樹（里山的）」の面積割




かけてまばらに分布した。なお，落葉広葉樹全体としては，1979 年には 2.19 %から 2000
年～2002 年には 11.51 %へと増加し，2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図©JAXA
における 8.95 %とおおよそ一致した。 
 
図１－１９ 落葉広葉樹（里山的）の三次メッシュに占める割合 
（左：1979 年 右 200 年～2002 年）  
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 「常緑広葉樹」は，1979 年に 0.31 %，2000 年～2002 年に 0.96 %を占め，過去を基準とし
た現在における比率は 3.10 であった。図１－２０に，「落葉広葉樹（里山的）」と同様に
三次メッシュでその分布変化を示した。図１－１８と合わせ，その分布域は，1979 年と
2000 年～2002 年の両調査においてまばらであり，2000 年～2002 年にいて分布メッシュ数
が増加し，メッシュに占める割合が増加しているところが見られたが，比較的小幅な変化で
あったことがわかる。なお，2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図における常緑広葉
樹は 5.39 %を占めた。ここでの差が，調査手法によるものか，約 15 年を経て樹種の構成に
変化があったのかは不明である。
図１－２０ 常緑広葉樹の三次メッシュに占める割合（左：1979 年 右 200 年～2002 年） 
スギ・ヒノキ・サワラに代表される「常緑針葉樹」は，1979年に2.93 %，2000年～2002
年に 4.58 %を占め，過去を基準とした現在における比率は 1.56 であった。図１－１８と合
わせ，三次メッシュによる分布変化（図１－２1）からは，1979 年と 2000 年～2002 年の両
調査において，おおよそ筑波山地域に大面積で集中しており，2000 年～2002 年にはそのよ
り筑波山地域の山麓に広がる形で分布が拡大し，一部で平野部にも分布したことがわかる。
一方，「常緑針葉樹（マツ）」は，1979年に 15.78 %，2000年～2002年に 2.54 %を占め，





域は縮小した。なお，常緑針葉樹全体としては，1979 年には 18.71 %から 2000 年～2002
年には 7.12 %へと減少した。2015 年前後の高解像度土地利用土地被覆図では，常緑針葉樹
は 10.91 %を占めた。 
 
 




















いた。したがって，1979 年から 2000 年代初頭，そして 2010 年代現在に至るまで，森林の
面積と空間的な分布には大きな変化はなかったものと考えられる。よって，明治期から戦
68 





































ような高解像度のデータ（ver16.03：10 m 解像度，2008 年前後）である必要はなく，より



















県のオープンデータ一覧から，広域つくば圏域を含む霞ヶ浦森林計画区，2017 年 4 月 1 日
                                                
16  宇宙航空研究開発機構地球観測研究センター：高解像度土地利用土地被覆図ホームページ
<https://www.eorc.jaxa.jp/ALOS/lulc/lulc_jindex.htm>, 2017.10.16 更新, 2019.7.2 参照 
17  林 野 庁 森 林 整 備 部 計 画 課 ： 森 林 計 画 制 度 | 林 野 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

















態を判断した。以上について，地理情報に関わる分析は統計解析ソフト R（The R 
Foundation for Statistical Computing, 2017）を用いた。 
１．４．３ 結果と考察：土地被覆と森林計画内の森林グリッドにおける土地所有 
 広域つくば圏における 2015 年前後の土地被覆は，水域が 1.7 %，都市が 7.6 %，水田が
27.6 %，畑地が 29.0 %，草地が 7.3 %，森林が 25.3 %，裸地が 1.5 %を占めた（図１－２
３）。この内，森林土地被覆を表す森林グリッドにおいて，所有には面積的な偏りと地理的
な偏りが見られた。 
                                                
18 茨城県農林水産部林政課：[OpenData]森林計画図（林班，小班），森林簿，森林簿項目一覧ホームページ
<https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/joho/it/opendata/od-01/0607002_20190401_sinrinbo.html>, 2019.6.14 更
新, 2019.9.19 参照 
19  国土交通省国土政策局国土情報課：国土数値情報ダウンロードサービスホームページ ：
<http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/>, 2018.10.19 更新, 2018.11.9 参照 
20 国土地理院. GitHub - gsi-cyberjapan/gsimaps: The source of GSI Maps (http://maps.gsi.go.jp/)ホームページ
<https://github.com/gsi-cyberjapan/gsimaps>, 2019.9.17 更新, 2019.9.24 参照 
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図１－２３ 現在（2015 年前後）の土地被覆分類の割合 
 図１－２４，表１－５に，所有の分類による森林グリッドの分布と面積を示す。所有の分
類としては，私有林が 6,992.5 ha（35.3 %）と も多かった。これは広域つくば圏の北部を
占める筑波山地域の標高 20～100 m 程度にまとまって分布した。また，標高 0 m 程度で広
域つくば圏を北部から東部へ貫く桜川低地，北部から南部へ貫く小貝川低地がある（図１－
１）が，私有林はそれらに挟まれた標高 20 m 程度の台地上にも散在した。二番目に多いの
は公有林・国有林で，2,501.5 ha（12.6 %）を占めた。広域つくば圏において，公有林・国
有林は筑波山地域における，私有林より標高の高い地域への分布がほとんどで，他ではほと
んど見られなかった。三番目以下は，社有林の 453.2 ha（2.2 %），社寺林の 396.3 ha



































面積 (ha) 6992.5 2501.5 435.2 264.7 396.3 1089.0 11679.1 8125.7 19804.8 





































れた指標 High-High Value（Vh-h）を参考とし，「周辺の森林グリッド密度 + 周辺の都市グ
リッド密度」の評点を求め，その極大値を検索した。具体的には，地価と生物多様性を，そ
れぞれ周辺の森林グリッドの評点及び都市グリッドの評点に変換し，周辺の森林グリッド及
び都市グリッドの密度がともに高い (high-high) 森林グリッドを検出した。 
 
Vh-h = α log f + β log u 
 


















 後に，中・大型哺乳類等が生息できる環境[85,86,92]として，10 ha 以上のまとまった
面積を持つ都市近郊林を抽出し，さらに Vh-h の高い順で並び替え，森林面積全体の約 10 ％，
1,920.2 ha，66 地点を選択した。さらに，その特徴を明らかとするために，66 地点の都市
近郊林に関しては国土地理院の宅地利用動向調査[121]， 新の地形図及び空中写真22から
その内部の土地利用を抽出し，土地所有の主体と管理の実態を判断した。以上について，統





２５）。森林グリッドの 3 km 圏内で周辺の森林土地被覆密度の評点が高いのは，主に広域
つくば圏北部の筑波山地域で，中央から南部にかけての平野部では比較的低かった。ただし，
南東部のまとまった森林グリッドがある地域，中央付近の一部ではその周囲と比べて高く評
                                                
21 国土地理院：GitHub - gsi-cyberjapan/experimental_rdcl: 地図情報（道路中心線）のベクトルタイル提供実
験ホームページ<https://github.com/gsi-cyberjapan/experimental_rdcl>, 2017.8.17 更新, 2019.7.22 参照 
22 国土地理院. GitHub - gsi-cyberjapan/gsimaps: The source of GSI Maps (http://maps.gsi.go.jp/)ホームページ
<https://github.com/gsi-cyberjapan/gsimaps>, 2019.9.17 更新, 2019.9.24 参照 
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 評価の高い都市近郊林 66 地点について，その Vh-h，面積，森林計画への位置付け，及び
地理院地図等からの判別によるその内部の土地所有の主体と管理の実態の分類を実施し，そ
の特徴を表１－６にまとめた。 














した（有意水準 5 %）。結果として，Vh-h の高い都市近郊林のまとまりにおいては，広域つ
くば圏全体での森林計画内外の面積構成と比較し，有意に森林計画外の森林面積割合が高か
った（p < 0.001）。また，そのような Vh-hの高い都市近郊林のまとまりについて，土地所有
の主体と管理の実態の分類では，「研究機関」「公共施設」「農村」に分類される都市近郊
林は，有意に森林計画外の森林面積割合が高かった（「公共施設」：p < 0.01，「研究機関」

































Vh-h ha ha ha % ha % 有意性 
研究機関 7 17.2 21.3 148.9 6.4 0.0% 142.5 0.7% *** 
公共施設 4 17.2 18.7 74.6 31.2 0.2% 43.4 0.2% ** 
農村 23 17 25.7 591.8 264.3 1.3% 327.5 1.7% *** 
ゴルフ場 2 17.2 39.7 79.4 42.2 0.2% 37.2 0.2% なし 
新興住宅地 15 17.1 29.3 439.7 244.2 1.2% 195.5 1.0% なし 
制度による森林 
保全地域 
12 17.1 45.5 546.5 317 1.6% 229.5 1.2% なし 
工場 3 17 13.1 39.3 23.2 0.1% 16.1 0.1% なし 
小計 
（Vh-h の高い） 66 17.1 29.1 1920.2 928.5 4.7% 991.7 5.0% *** 
分類外 
（Vh-h の低い） 6,608 15.8 2.7 17,884.6 10,750.6 54.3% 7,134 36.0% *** 
合計 6,674 15.8 3 19,804.8 11,679.1 59.0% 8,125.7 41.0% 対象外 
 














































境の時空間的変遷を分析した。広域つくば圏では，過去 140 年間で森林の面積は 0.9 倍とな
った。ずっと森林のままであったのは面積比で 44.4 %であり，平野部における畑地・水
田・村落に囲まれた森林は都市化していた。一方，山間部を中心に分布した草地の面積は
0.3 倍となり，その 62.7 %は森林化していた。また，マツから成る常緑針葉樹林の面積は，
1979 年から 2000 年代初頭で 0.3 倍となった。一方，クヌギ・コナラの落葉広葉樹林の面積
は，1979 年から 2000 年代初頭で 6.0 倍となった。このような変化を経験した都市近郊林に
































を中心に活動する NPO 法人うしく里山の会，つくば市を中心に活動する NPO 法人つくば
環境フォーラムにおける参与観察を，それぞれ 2013 年～20017 年，2018 年～2019 年の期
間に実施した。
23  国土交通省国土政策局国土情報課：国土数値情報ダウンロードサービスホームページ ：































                                                






























                                                
25 つ く ば 市 建 設 部 公 園 ・ 施 設 課 ： つ く ば 市 都 市 公 園 一 覧 ホ ー ム ペ ー ジ



































































                                                
26  茨 城 県 林 政 課 ： 身 近 な み ど り 整 備 推 進 事 業 ホ ー ム ペ ー ジ
<http://www.pref.ibaraki.jp/nourinsuisan/rinsei/shinkozei/forest/contents/02/index.html>, 2018.4.1 更 新 , 
2019.11.2 参照 
27 つくば市経済部農業政策課への聞き取り，2019.9.17 回答 







































表２－１ 聞き取り対象者の詳細  
聞き取り対象者 集落 生年 年齢 聞き取り実施 備考 
I 氏（夫妻・夫） 小田 1940 昭和 15 79 2019 年 2 月 3 日 狩猟経験あり 
I 氏（夫妻・妻） 小田 1939 昭和 14 79 2019 年 2 月 3 日  
N. N 氏（文献） 平塚 1923 大正 12 96 2013 年 9 月 17 日 NPO 法人による聞き取り 
I 氏（文献） 平塚 1937 昭和 12 82 2013 年 9 月 26 日 NPO 法人による聞き取り 
N. S 氏 平塚 1933 昭和 8 86 2019 年 7 月 8 日  
S 氏（夫妻・夫） 平塚 1939 昭和 14 80 2019 年 2 月 12 日 所有する森林を保安林化 
S 氏（夫妻・妻） 平塚 NA NA NA 2019 年 2 月 12 日 聞き取り時に一時参加 
A 氏 平塚 1947 昭和 22 72 2019 年 8 月 8 日 森林保全の活動に従事 
N 氏（夫妻・夫） 六斗 1957 昭和 32 62 2019 年 2 月 27 日 過去林業にも従事 
N 氏（夫妻・妻） 六斗 1955 昭和 30 64 2019 年 2 月 27 日 過去林業にも従事 
T 氏 結束 1925 大正 14 94 
2014 年 8 月～9 月 
（計 3 回） 
当時 89 歳，故人 
 
























                                                
29 国土地理院撮影：小田集落（1947年 10月 26日，1961年 9月 1日，1975年 1月 29日，2008年 5月 6日），
平塚集落（1948 年 1 月 5 日，1961 年 11 月 2 日，1975 年 1 月 19 日，2017 年 2 月 15 日），六斗集落（1947 年
11 月 1 日，1962 年 5 月 8 日，1975 年 1 月 30 日，2008 年 5 月 6 日，2013 年 5 月 8 日），結束集落（1948 年 3
月 27 日，1962 年 5 月 8 日，1975 年 2 月 3 日，2013 年 5 月 8 日） 
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表２－２ 集落ごとの資料年代とつくば市・我が国における代表的な出来事 
西暦 和暦 小田 平塚 六斗 結束 つくば市・日本
1925 大正 14 T 氏生 
1933 昭和 8 N.S 氏生
1939 昭和 14 I 氏（妻）生 S 氏生 
第二次世界大戦開
戦
1940 昭和 15 I 氏（夫）生 西筑波飛行場開設
1945 昭和 20 太平洋戦争終結
1947 昭和 22 空中写真：10 月 26 日 A 氏生 空中写真：11月 1日 
1948 昭和 23 空中写真：1 月 5 日 空中写真：3月 27日 
1950 昭和 25 朝鮮戦争勃発
1955 昭和 30 N 氏（妻）生 昭和の大合併
1957 昭和 32 N 氏（夫）生 
1958 昭和 33 東京タワー完成





1962 昭和 37 空中写真：5 月 8 日 空中写真：5 月 8 日 
1964 昭和 39 東京オリンピック
1966 昭和 41 
筑波研究学園都市
の用地買収開始
1969 昭和 44 
筑波研究学園都市
の総合起工式
1970 昭和 45 大阪万博
1972 昭和 47 筑波大学起工式
1973 昭和 48 
筑波研究学園都市
の用地買収終了
1975 昭和 50 空中写真：1 月 29 日 空中写真：1月 19日 空中写真：1月 30日 空中写真：2 月 3 日 
1977 昭和 52 常磐自動車道着工
1978 昭和 53 成田空港開港
1985 昭和 60 筑波万博開催
1987 昭和 62 
筑波鉄道廃止
つくば市誕生
1990 平成 2 
牛久自然観察の森
開園
1994 平成 6 常磐新線起工式
1995 平成 7 
阪神淡路大震災発
生





2008 平成 20 空中写真：5 月 6 日 空中写真：5 月 6 日 
2011 平成 23 東日本大震災発生
2013 平成 25 空中写真：5 月 8 日 空中写真：5 月 8 日 
2016 平成 28 
筑波山地域「日本
ジオパーク」認定
2017 平成 29 空中写真：2月 15日 
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２．３．２ 小田集落 





































て市の HP でも紹介された30。 
２．３．３ 平塚集落 
 図２－５に，平塚集落における 1940 年代・1960 年代・1970 年代・2010 年代付近の空中




















                                                
30  つ く ば 市 経 済 部 観 光 推 進 課 ： 観 光 ス ポ ッ ト ・ 関 連 施 設 ホ ー ム ペ ー ジ







中心に開発と造成が行われ，2010 年代の現在には約 30ha が残る。この森林の所有は，聞











図２－４ 小田集落の空中写真と植生調査における植生分類  
98 
 
図２－５ 平塚集落の空中写真と植生調査における植生分類  
99 
２．３．４ 六斗集落 
図２－６に，六斗集落における 1940 年代・1960 年代・1970 年代・2010 年代付近の空中




















図２－７に，結束集落における 1940 年代・1960 年代・1970 年代・2010 年代付近の空中






















図２－６ 六斗集落の空中写真と植生調査における植生分類  
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集落は，天正期（1573～1592 年）に成立したとされる[140]。集落の面積は約 100 ha であ
り，北方に位置する小野川，東西の谷津を他集落との境界とする。人口は，明治期より 70
～90 人程度で推移しており[141]，2019 年現在には 66 人である32。林野は台地の斜面に位
置し，緩やかな傾斜の平地林である。 
                                                
32  牛 久 市 ： 住 民 基 本 台 帳 人 口 （ 町 名 別 ） | 牛 久 市 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ










の森は 1990 年から開園しているが，開園から 20 数年が経ち，維持管理の作業行程や作業






















度にもとづき，以下の 4 つの判断基準から分類した。 
 
a. 樹林（密）：樹冠投影面積 71～100 %程度 
b. 樹林（疎）：樹冠投影面積 11～70 %程度 
c. 柴地   ：樹冠投影面積 0～10 %程度，林床に苗木がある 




経過したもの（柴地）とを分けた。なお，2013 年の空中写真は 5 月の撮影であるのに対し，
1948 年の空中写真は 3 月末の撮影で，樹冠投影面積を同一の基準で推定するには，2013 年
では特に広葉樹において葉の展開の影響があると考えた。そこで，2016 年 2 月 26 日に現地
                                                
33 「登記情報提供サービス」より 新の「地図情報」を取得した。<http://www1.touki.or.jp/gateway.html> 
































農用林時代には，集落の総面積 101.4 ha のうちを林野が 44.9 ha(44.3 %)，田畑が 35.9 
                                                
35 2014 年 8～9 月実施，1 回あたり 1 時間程度，全 3 回，当時 89 歳 
36 常勤・非常勤の職員 5 名を対象とし，半構造化インタビューを複数回実施 
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ha(35.4 %)を占め，次いで 13.9 ha(13.7 %)を屋敷林，残りが住宅地や水域等であった。保護
地域時代には，林野が 30.4 ha(30.0 %)，田畑が 39.0 ha(38.5 %)，屋敷林が 13.7 ha(13.5 %)，
新たな土地利用のその他が 5.8 ha(5.7 %)であった。内訳をみると，林野は 14.5 ha が変化し
たが，それ以外は 大でも田畑の 3.1 ha の変化であり， も変化量が大きかったものは林




ま変化していない区域（26.4 ha）である。現在の林野 30.4 haの内，林野のまま変化しなか
ったのは，29.6 ha と大半であり，農用林時代の林野土地利用が残存した箇所が保護地域時
代での林野のほとんどを占めることが確認できた。さらに，その内で自然観察の森の林野地













 図２－１２に，農用林時代から保護地域時代での自然観察の森の林野地区 26.4ha におけ
る樹木の粗密度の分類と変化を示した。農用林時代では，樹木の粗密度の構成は，樹林（密）
12.1 ha(45.8 %)，樹林（疎）2.1 ha(8.1 %)，柴地 6.4 ha(24.2 %)，草地 5.8 ha(21.9 %)であ
った。比率としては，密・疎でまとめた樹林と，柴地・草地とがおおよそ 1：1 で存在して
いた。一方，保護地域時代では，その構成は樹林（密）21.7 ha(82.3 %)，樹林（疎）4.4 




























































 A の区分には，Preservation の方針を取り，生態系保全の場とする区域をまとめた。B～







 表２－３には，「事業実施報告書」[145–147]のデータにもとづく 2013～2015 年度に実
施された植生管理の頻度も示した。管理作業は３年間で 314回（日）分実施されていた。こ
れは，駐車場での作業や，ゴミ拾い，水辺環境の整備等，植生に関わる管理以外の実施回数








きた。D には 7 つの区域が位置付けられるが，その合計面積は 8.8ha であり，A～D の合計









































































































































 つくば市は，東京の北東約 50 km に位置し，その面積は 284 km2である[150]。北部に水
郷筑波国定公園に指定される筑波山地域があるが，その他は標高 20～30 m の平坦な地形で，
関東平野の一端を形成する。図３－１に，つくば市とその周辺の土地利用の分布を示す。平
野部においては多様な土地利用がモザイク状に混じり合う。森林地域は 43 km2 で，うち筑
波山地域に 22 km2，残りは平地林等の形で平野部に分散する。市街化区域は 54 km2で，主
に市中央付近から南北に伸びる平野部に位置する。農業地域は 80 km2 で，主に市街周辺に
118 
位置する37。市中心部には DID（人口集中地区）が存在し，人口は 2018 年現在約 23 万人で
ある[150]。また，図３－１に，つくば市における道路網の分布を示す。平野部を中心に自
動車道路網が発達し，つくば市内では高速道路を除いた国道，県道の総延長は 282  km，市









マ Meles anakuma（以下，アナグマ），アライグマ Procyon lotor（アライグマ），ニホン
イタチ Mustela itatsi（イタチ），ニホンイノシシ Sus scrofa（イノシシ），ホンドギツネ 
Vulpes vulpes（キツネ），ホンドタヌキ Nyctereutes procyonoides（タヌキ），ホンドテ
ン Martes melampus（テン），ニホンノウサギ Lepus brachyurus（ノウサギ），ハクビ
シン Paguma larvata（ハクビシン）の 9 種が確認されている。2019 年現在，ニホンザル 
Macaca fuscata の目撃情報はごく稀にみられる[153]。ホンシュウジカ Cervus nippon は，
死骸の確認と罠による捕獲の 2 件という，一部の目撃情報[156]に限られる。これらの種は，
ツキノワグマ  Ursus thibetanus，ニホンカモシカ  Capricornis crispus，ヌートリア 
Myocastor coypus を含め定着していないと考えられる[153]。 





                                                
37  国土交通省国土政策局国土情報課：国土数値情報ダウンロードサービスホームページ ：
<http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/>, 2018.10.19 更新, 2018.11.9 参照 
38 国土地理院：GitHub - gsi-cyberjapan/experimental_rdcl: 地図情報（道路中心線）のベクトルタイル提供実












 その結果，つくば市が収集し，本研究において用いる RK 記録の全報告数は 2,305 件であ
った。そのうち，無効記録 512 件を除外すると，有効な記録は 1,793 件であった。本研究で
は，この内で鳥類 170 件，その他分析対象外の 23 件を除いた中・大型哺乳類 1,600 件の記
録を対象に分析した。この記録には，アナグマ（N = 4），アライグマ（N = 34），イタチ
（N = 17），イヌ（N = 22），イノシシ（N = 5），キツネ（N = 3），タヌキ（N = 324），
テン（N = 1），ネコ（N = 833），ノウサギ（N = 134），ハクビシン（N = 223）が含ま





































を図３－２に示す。全体の正解率を平均すると，市民で 71.4 %，委託業者で 94.4 %であっ
た。市民・委託業者において，ともに正解率が 100.0 %であった種はイノシシのみであった。
100.0 %ではないが，ともに比較的正解率が高かったのはイヌ（市民：81.8 %，委託業者：
100.0 %），タヌキ（70.4 %，98.8 %），ネコ（91.4 %，99.8 %）であった。市民において
正解率が比較的低く，委託業者では高かったのはイタチ（47.1 %，100.0 %），ノウサギ
（48.5 %，100.0 %），ハクビシン（25.1 %，79.8 %）であった。なお，ハクビシンに関し
ては，委託業者の正解率は 79.8 %で，イタチ・イヌ・イノシシ・タヌキ・ネコ・ノウサギ
（平均 99.8 %）に比べて低い。ともに正解率が低かったのはアライグマ（2.9 %，8.8 %），










それぞれの種内で 20 %～30 %程度を市民が不明としていた。ノウサギに関しては，市民が
ネコと捉えたことが，ハクビシンにおいては，市民がタヌキと答えたことが，誤同定の も
大きな原因であった。ただし，ハクビシンにおいては，市民によってイタチと報告された記
録が 12 件，5.4 %あった。テンにおいても，市民によってイタチと誤同定された記録が





ぞれ 1 件のみであった。 
３．３．４ 結果：ロードキル動物死骸の損傷状況による種同定の正解率 
 1,600 件の RK 記録の内，動物死骸の損傷状況の判断ができなかった記録は 31 件存在し
た。したがって，1,569 件の記録において損傷状況と種同定正解率の関係の分析をした。な
お，写真のみでは損傷具合を判断できなかった内，誤同定された記録は 4 件で，全て市民に
よる誤同定であった。この 4 件の記録は，結果からは除外した。 
 動物死骸の損傷状況について，全種でまとめると，対象の記録 1,569 件では大きな損傷な
しは 898 件（57.2 %），軽度の損傷は 332 件（21.1 %），重度の損傷は 339 件（21.6 %）




 全種でまとめると，市民により誤同定された記録 454 件の内，大きな損傷なしは 208 件
（45.8 %），軽度の損傷は 115 件（25.3 %），重度の損傷は 131 件（28.9 %）であった。
また，委託業者により誤同定された記録 89 件の内，大きな損傷なしは 51 件（57.3 %），軽













たのは，アナグマ（市民：0.0 %，委託業者：0.0 %）・アライグマ（市民：18.2 %，委託業
者：19.4 %）・キツネ（市民：0.0 %，委託業者：0.0 %）・テン（市民：0.0 %，委託業
者：0.0 %）・ハクビシン（市民：19.9 %，委託業者：17.8 %）だった。 
市民による誤同定がされた場合において，重度の損傷個体割合が 21.6 %を超したのは，
イヌ（市民：25.0 %，委託業者：誤同定記録無し）・タヌキ（市民：38.9 %，委託業者：


















































































は 282 km，市道の総延長は 3,674 km であった（表３－１）。車線は，「19.5 m 以上」
「13 m -19.5 m 未満」「5.5 m - 13 m 未満」「3 m - 5.5 m 未満」「3 m 未満」に分類され
40 つくば市への聞き取りからは，年々対応件数が増加しており，平成 31 年度は当初予算を超過したことが明ら
かとなっている。
41 国土地理院：GitHub - gsi-cyberjapan/experimental_rdcl: 地図情報（道路中心線）のベクトルタイル提供実
験ホームページ<https://github.com/gsi-cyberjapan/experimental_rdcl>, 2017.8.17 更新, 2019.7.22 参照
129 
る。本研究においては，車線数に着目し。「19.5 m 以上」と「13 m - 19.5 m 未満」を「4
車線以上」，「5.5 m - 13 m 未満」を「2～4 車線程度」，「3 m - 5.5 m 未満」「3 m 未満」
を「1～2 車線未満」とした。つくば市内において，4 車線以上の道路の総延長は 112 km，









車線 車線 総延長（km） 
19.5m 以上 4 車線以上 104 
13m-19.5m 未満 4 車線以上 8 
5.5m-13m 未満 2～4 車線程度 439 
3m-5.5m 未満 1～2 車線未満 1,308 








42  国土交通省国土政策局国土情報課：国土数値情報ダウンロードサービスホームページ ：
<http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/>, 2018.10.19 更新, 2018.11.9 参照
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表３－３ 土地利用と面積 
土地利用 国土数値情報の定義 面積(km2) 
森林地域 森林に相当する地域 43 
農業地域 農地に相当する地域 80 
市街化区域 すでに市街地を形成している区域 54 
DID（人口集中地区） 市区町村の境域内で人口密度の高い地域 17 
 
 道路種別と土地利用のデータを GIS（QGIS version 2.18.6）に入力し，RK 記録との関係
を分析した。道路種別と車線幅については，全ての RK記録地点において GIS上での重ね合
わせ処理から該当する道路情報を割り当てた。その結果を用いて，RK 記録地点の道路種別
分布と車線数分布を明らかとした。土地利用に関しては，GIS を用いて RK 記録地点から各
土地利用までの 短距離を算出した。記録地点がその土地利用の領域内に含まれる場合，距







地は黒で塗りつぶした。各種統計解析においては R version 3.4.3(2017 The R Foundation 
for Statistical Computing)を用いた。 
３．４．３ 結果：ロードキル記録地点と道路種別・車線数 
 RK 記録地点と道路種別の関係を図３－５に，車線数との関係を図３－６に示す。道路種
別に関しては，全種を合わせた平均として国道で 15 %，県道で 46 %，市道で 39 %が記録
されていた。一方で，その内訳では種による変異があり，アナグマ（50 %），テン（100 %）
では比較的市道での記録が多かった。また，イノシシとテンでは国道の記録が存在しなかっ
た。車線数に関しては，全種を合わせた平均として 4 車線以上の道路で 28 %，2～4 車線程
度の道路で 47 %，1～2 車線未満で 26 %が記録されていた。こちらでも種による変異があ
り，アナグマ（50 %），イノシシ（40 %），キツネ（67 %）で 1～2 車線未満の道路の割合
が高く，テンでは 2～4 車線程度の道路の記録のみ存在した。アナグマ（N = 4），イノシシ
131 














ー1（N = 531）とクラスター2（N = 1,056）に属するそれぞれの種のグループで，各土地利
用までの距離における差を Wilcoxon rank sum test を用いて検定した。その結果，有意水
準 1 %において DID，市街化区域，森林地域の値に有意な差がみとめられ（p < 0.01），ク
ラスター1 はより森林地域への距離が近く，クラスター2 はより DID，市街化区域に近い傾
向が見られた（表３－５）。
表３－４ RK 記録地点から各土地利用への最短距離 
種名 記録数













ノウサギ 134 2,807 1,698 197 207 221 213 482 630 
タヌキ 324 2,470 1,789 216 227 251 267 669 750 
アライグマ 34 3,062 1,921 184 159 165 197 758 727 
イヌ 22 3,484 1,682 256 319 201 190 737 939 
イタチ 17 1,934 1,537 223 249 111 145 574 572 
ネコ 833 2,270 1,828 293 255 251 251 489 631 
ハクビシン 223 2,219 1,746 259 223 250 266 382 500 
アナグマ 4 6,356 2,268 33 60 466 400 1,854 1,291 
イノシシ 5 8,300 474 1 2 719 458 2,974 479 
キツネ 3 3,542 3,061 436 315 19 33 315 362 
テン 1 2,817 NaN 0 NaN 104 NaN 1,373 NaN 
全種 1,600 2,410 1,847 260 243 246 254 531 672 
133 
 
図３－７ RK 記録地点から各土地利用への最短距離による種のクラスタリング 
※Ward 法と平方ユークリッド距離を使用 
 
 土地利用との関係について，図３－８に各土地利用までの 短距離の分布を 1,000 m 以下
の値に絞って示した。分布はカーネルによる密度推定を使用し示した。1,000 m という基準
は，先行研究において本研究とほぼ同種の哺乳類に関して，行動圏を設定して分析する際に
妥当とされた数値である[85]。この範囲内には，全 RK 記録 1,600 地点のうち，森林地域と
農業地域のほとんどが分布した。市街化区域は 1,285 件とやや少なく，DID に至っては 430
件であった。DID については，1,000 m 以上の領域でもその分布には特徴的なピークは見ら
れなかった。一方，森林地域，農業地域に関しては，1,000 m 以内においても，特に 0～
200 m の範囲に共通したピークがあった。 
表３－５ 各クラスターにおける土地利用までの距離 
土地利用 
クラスター1（N = 531） クラスター2（N = 1,056） 
平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差 
DID* 2,618 2,387 1,780 2,259 2,002 1,810 
市街化区域* 627 314 727 466 227 607 
森林地域* 211 152 223 286 220 249 
農業地域 231 166 246 251 177 254 
 




図３－８ RK 記録地点から各土地利用への最短距離の分布（全種，0～1,000m） 
 



















































同定が懸念されたが，専任の委託業者の判断によって 9 種中 5 種で 8 割程度の同定率が担保
されていた。ただし，一部の希少種や外来生物に対しては誤同定割合が高く，認知度を上げ
るための対策が必要と考えられる。アナグマ・アライグマ・イタチ・イノシシ・キツネ・タ





























くば市が収集した RK 記録は，第３章で言及した 2017 年～2019 年の記録であり，執筆者に
よる 終同定がなされた 1,600 件の記録を指す。この内から，本章では野生の中・大型哺乳
類 745 個体分の記録を抽出し，愛玩動物としてその出現に人為的な影響の考えられるイヌ
（N = 22），ネコ（N = 833）は除外した。内訳は，アナグマ（N = 4），アライグマ（N = 
34），イタチ（N = 17），イノシシ（N = 5），キツネ（N = 3），タヌキ（N = 324），テ













































において収集された，二次メッシュ（約 10 km × 10 km）単位の在不在データと報告書
[164–168]を用いた。自然環境保全基礎調査の哺乳類分布調査は，「全国規模での中大型哺
乳類の分布調査としては我が国初のもの」[168]とされる。自然環境保全基礎調査は，2019
年現在までに第 1 回～第 6 回の計 6 回が，おおよそ 5 年の間隔を空けて実施されてきた。し
かし，哺乳類の分布調査に関しては，それぞれの調査において調査対象種や手法が異なる。 
 第 1 回調査においては，哺乳類を対象とした調査は実施されなかった。第 2 回以降は，毎
回哺乳類を対象とした調査が実施された。ただし，第 3 回・第 4 回・第 5 回が種を限定しな
い全種調査であった[165–167]のに対し，第 2 回と第 6 回は調査対象種を絞った分布変化の
把握を目指した調査であった[164,168]。第 2 回調査は，1978～1979（昭和 53～54）年度
に，アナグマ・イノシシ・キツネ・タヌキ・ニホンザル・ニホンジカ・ヒグマ・ツキノワグ
マの 8 種を対象とし実施された[164]。第 6 回調査は，これらの種にカモシカを加え，第 2
回調査との比較を目的として 2000～2003（平成 12～15）年度に実施された[168]。なお，














                                                
43 環境省自然環境局生物多様性センター：哺乳類の分布調査 | 生物多様性センター(環境省 自然環境局)ホーム






























44 環境省自然環境局生物多様性センター：モニタリングサイト 1000 モニタリングサイト一覧ホームページ
























イノシシについては，環境省によって 5 倍地域メッシュ（約 5 ㎞ × 5 ㎞）を基準とした分布
域の調査がなされた46。その結果，ニホンジカの分布メッシュ数は 1978 年から 2014 年まで
の 36 年間で約 2.5 倍，2011 年から 2014 年までの 3 年間では約 1.2 倍に拡大し，全国的に
45  農 林 水 産 省 ： 全 国 の 野 生 鳥 獣 に よ る 農 作 物 被 害 状 況 に つ い て （ 平 成 30 年 度 ）
<https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/hogai_zyoukyou/index.html>, 2019.12.15 更新, 2020.1.13 参照 
46 環境省：(お知らせ)改正鳥獣法に基づく指定管理鳥獣捕獲等事業の推進に向けたニホンジカ及びイノシシの生























2016 年度より一般市民への人身被害についても集計され，年間 50 件程度の人身事故が発生
していることが報告された50。また，朝日新聞デジタルの記事検索機能において，2015 年
12 月から 2019 年 12 月の 4 年間分の「イノシシ」をキーワードとした記事を検索したとこ
ろ，都市的な環境にイノシシが出現したニュースとして 72 件がヒットし，それらの内で一
47  朝日新聞：（ニッポンの宿題）野生動物とのたたかい  伊吾田宏正さん、千松信也さ ん
<https://digital.asahi.com/articles/DA3S12780607.html?iref=pc_ss_date>, 2017.2.4 更新, 2017.6.13 参照 
48  朝 日 新 聞 ： ( 科 学 季 評 ) 増 え 広 が る 野 生 動 物  共 存 の 道 、 広 い 学 識 で 探 れ  山 極 寿 一
<https://digital.asahi.com/articles/DA3S13886068.html?iref=pc_ss_date>, 2019.2.9 更新, 2019.2.22  参照 
49 Yahoo!ニュース：イノシシ猛襲 被害止まらず――勝てるか、人間<http://www.env.go.jp/press/100922.html>, 
2016.11.24 更新, 2017.6.22 参照 
50  環 境 省 ： イ ノ シ シ に よ る 人 身 被 害 に つ い て  [ 速 報
値]<https://www.env.go.jp/nature/choju/docs/docs4/inoshishi.pdf>, 2020.1.7 更新, 2020.1.13 参照
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般市民にけが人が出た事例は 35 件ヒットした51。2019 年には，関東地方において都市的な
環境への出現が相次いだことから，「アーバン・イノシシ」52という新たな造語が生まれる
に至った。 

















                                                
51 執筆者による調査。記事の全文を確認し，内容を判断した。地点については，記事に記されたイノシシの出
現場所を地理院地図等で検索し，市街地であるかを判断した。 
52  朝 日 新 聞 ： ア ー バ ン ・ イ ノ シ シ 、 な ぜ 師 走 の 街 に 「 人 間 の 食 物 は … 」
<https://digital.asahi.com/articles/ASMDN4HWHMDNUTIL01C.html?iref=pc_ss_date>, 2019.12.21 更 新 , 
2020.1.5 参照 
53  朝 日 新 聞 デ ジ タ ル ： 唯 一 の 「  シ  カ 空 白 県 」 茨 城 で 目 撃 情 報  流 入 元 は 栃 木 ？ 
<https://www.asahi.com/articles/ASM2H5SJWM2HUJHB00P.html>, 2019.3.21 更新, 2019.4.25 参照 
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図４－１ 全国の自治体が収集した RK 記録による推定動物密度指標地図 
※ Tatewaki, et.al[99]より  
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 茨城県の 2018 年度の野生鳥獣による農作物被害は約 4.7 億円と報告された54。その内訳


























                                                
54  茨 城 県 ： 野 生 鳥 獣 に よ る 農 作 物 被 害 対 策 に 関 す る お 知 ら せ




 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）と第 6 回調査（2000 年～
2003年）の対象外で，当時の詳細は不明である。第 4回調査（1990年～1991年）では「上







































 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）で「筑波」・「上郷」・
「藤代」・「柿岡」・「常陸藤沢」・「土浦」・「牛久」の 7メッシュ，第 4回調査（1990
年～1991年）で「石下」・「柿岡」の 2メッシュを除いた 10メッシュ，第 5回調査（1997
年～1998 年）では「下妻」・「谷田部」・「柿岡」の 3 メッシュを除いた 9 メッシュ，第












それは 1940 年代から 1950 年代にかけて顕著であった。 













自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）と第 6 回調査（2000 年～
2003年）の対象外で，当時の詳細は不明である。第 4回調査（1990年～1991年）では「下
妻」の 1 メッシュを除いた 11 メッシュ，第 5 回調査（1997 年～1998 年）では「下妻」・
「石下」・「谷田部」・「藤代」の 4 メッシュを除いた 8 メッシュで出現が確認された。こ
れらの結果は，おおよそ上記の聞き取りや文献調査の結果と合致した。
2010 年代現在においても，イタチは広域つくば圏全般で一般的に見られる種であった。










図４－２ ノウサギ生息域の時空間変化  
151 
 
図４－３ タヌキ生息域の時空間変化  
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図４－４ イタチ生息域の時空間変化  
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 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）で「筑波」・「柿岡」・
「常陸藤沢」の 3 メッシュ，第 4 回調査（1990 年～1991 年）で「下妻」・「守谷」・「筑
波」・「上郷」・「谷田部」・「常陸藤沢」の 6 メッシュ，第 5 回調査（1997 年～1998 年）


















図４－５ 2018 年・2019 年に筑波研究学園都市中心部で確認されたキツネ 
※カメラトラップ画像， 2018 年 6 月 25 日（左）・2019 年 11 月 5 日（右）撮影
特定非営利活動法人つくば環境フォーラム提供 
55  朝 日 新 聞 ： 茨 城 ） 牛 久 沼 に キ ツ ネ の 親 子 ５ 月 ご ろ か ら 姿
<https://www.asahi.com/articles/ASH7953Y1H79UJHB00X.html>, 2015.7.15 更新, 2019.11.6 参照
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図４－６ キツネ生息域の時空間変化  
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４．４．５ アナグマ（ニホンアナグマ，Meles anakuma） 


















実際に，自然環境保全基礎調査において，第 2 回調査（1978 年～1979 年）では「筑
波」・「藤代」・「柿岡」・「常陸藤沢」の 4 メッシュで出現が記録されたが，第 4 回調査
（1990 年～1991 年）と第 5 回調査（1997 年～1998 年）では出現記録がなく，第 6 回調査
（2000 年～2003 年）の「筑波」・「柿岡」・「常陸藤沢」の 3 メッシュの出現記録と推移
していた。調査手法の差異がそれぞれの記録に影響した可能性もあり，一概に比較はできな













図４－７ 2019 年に筑波研究学園都市中心部で確認されたアナグマ 
※ 2019 年 7 月 1 日，野原大揮氏（筑波大学野生動物研究会）私信
56 2019 年 7 月 1 日，野原大揮氏（筑波大学野生動物研究会）私信，Twitter にて画像を確認後，直接本人に場




図４－８ アナグマ生息域の時空間変化  
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 実際に，自然環境保全基礎調査において，第 2 回調査（1978 年～1979 年）では「筑
波」・「上郷」・「柿岡」・「常陸藤沢」の 4メッシュで記録されたが，第 4回調査（1990
年～1991 年）と第 5 回調査（1997 年～1998 年）で 1 メッシュ（それぞれ「常陸藤沢」・


















を実施していた。つくば市における国道 125 号線より南への出現について，2014 年付近に







                                                
57 2016 年 11 月 1 日，農林技術センター職員私信，他，2016 年に猟友会会員より同様の証言を得た。 
58 2018 年 4 月 19 日，つくば市環境保全課への聞き取り 
59 2018 年 4 月 11 日，@ShnKik1020_氏私信，Twitter にて画像を確認後，直接本人に場所と日時を確認した。
<https://twitter.com/ShnKik1020_/status/983971893077164032>, 2018.4.11 更新, 2018.4.11 参照 
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※ 神郡集落はカメラトラップ画像，2017 年 8 月 9 日執筆者撮影 
※※ 平塚集落から約 3 km 北東に位置する反町の森公園にて 2018 年 4 月 11 日撮影
@ShnKik1020_氏私信 














 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）と第 6 回調査（2000 年～
2003 年）の対象外で，当時の詳細は不明である。第 4 回調査（1990 年～1991 年）では出





















図４－１２ テン生息域の時空間変化  
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であるが，2005 年には「 近度々目撃」と報告された[160]。 
 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）と第 6 回調査（2000 年～
2003 年）の対象外で，当時の詳細は不明であるが，第 2 回調査時にはその分布は広域つく
ば圏へ到達していなかったと推測される。第 4 回調査（1990 年～1991 年）で「守谷」・














図４－１３ ハクビシン生息域の時空間変化  
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 自然環境保全基礎調査では，第 2 回調査（1978 年～1979 年）と第 6 回調査（2000 年～
2003 年）の対象外で，当時の詳細は不明であるが，両調査時にはその分布は広域つくば圏
へ到達していなかったと推測される。第 4 回調査（1990 年～1991 年），第 5 回調査（1997
年～1998 年）では調査対象であるが，出現は記録されなかった。 













図４－１４ アライグマ生息域の時空間変化  
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図４－１５ 2019 年に筑波研究学園都市中心部で確認されたアライグマ 
※ 2019 年 10 月 12 日，10 月 14 日撮影，特定非営利活動法人つくば環境フォーラム提供 
第５節 まとめ 
 本章では，RK 記録を活用しつつ，農村集落での調査によって，1940 年代から現在への
中・大型哺乳類の生息域の変化を明らかとした。広域つくば圏において，農村集落の森林が





































































よって 9 種中 5 種で 8 割程度の同定率が担保されていた。得られたアナグマ・アライグマ・





の周辺において，2010 年代に 8〜9 種の出現が確認され，1940 年代から 1960 年代には 9 種
のうち 2〜4 種が確認された。一方で，まとまった範囲と面積が草地または森林として維持
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過去 140 年間で森林の面積は 0.9 倍となった。ずっと森林のままであったのは面積比で
44.4 %であり，平野部における畑地・水田・村落に囲まれた森林は都市化していた。一方，
山間部を中心に分布した草地の面積は 0.3 倍となり，その 62.7 %は森林化していた。また，
マツから成る常緑針葉樹林の面積は，1979 年から 2000 年代初頭で 0.3 倍となった。一方，







動物種の誤同定が懸念されたが，専任の委託業者の判断によって 9 種中 5 種で 8 割程度の同
定率が担保されていた。アナグマ・アライグマ・イタチ・イノシシ・キツネ・タヌキ・テ
195 





の周辺において，1940 年代から 1960 年代には 9 種のうち 2〜4 種が確認されたが，2010 年
代に 8〜9 種の出現が確認された。一方で，まとまった範囲が草地または森林として維持さ
れてきた山間部では，国外外来種 2 種を除き，1940 年代から 2010 年代の出現種数に変化は
なかった。 
 本研究から，広域つくば圏では 1960 年代以前には奥山に隣接した里山と，里地と里地の
間に挟まれた里山の 2 種類が存在したことが明らかとなった。中・大型哺乳類は，奥山を主
な生息地としていた。1960 年代以降，奥山に隣接した里山は奥山と同一化し，里地と里地
の間に挟まれた里山は都市化しつつも，一部は保護地域化された。しかし，2010 年代には
保護地域化された都市近郊林を含め，里山に見られた植生は大径木・密生化し，その自然環
境は中・大型哺乳類の生息域となった。また，平野部の都市近郊林と奥山の領域との連接も
示唆された。都市近郊の里山跡地を保護地域化する際には，新たに進出してきた中・大型哺
乳類への対応を含めた，順応的管理の実践が，その多面的な価値の発揮のために重要である。 
 
 
 
 
 
